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■解 説 ■

産業用エネルギー消費の構造的変貌
.The Structual Changes of the Energy Consumption in the Industrial Sector 
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ここ数年，世界の石油市場は軟化傾向にある． 1986

年に入ると，年初以来，原油価格は大幅に下落し，加

えて昨秋からの円高という両面から日本着の原油価格

は急落した． 1986年 5月の日本着原油価格は13,600円

/kQで，第一次石油危機以前の水準となった．

一方，需要サイドはといえば，こうしたエネルギー

価格が下落傾向にありながら，依然としてマイナスあ

るいは低成長を続けている．とりわけ，産業部門では，

昭和48年から59年の間に実質所得（付加価値額）は 2

倍と拡大したにも拘らず，エネルギー消費量は，ほと

んど増えていない．また，近年のエネルギー価格の下

落に対しても，何らプラスの反応は示されていない．

本稿では，こうした状況を構造的変化によるものと

規定し，その分析を行っている． 「構造的」というの

は，次のような側面を介して起こっている現象だから

である．それは，①産業構造の変化，②省エネルギー

と省エネ設備投資③エネルギー消費用途の変化，④

脱石油，等である．また，この構造的変化は，中長期

的にも持続されるものであり，ある程度，不可逆なも

のと考えられる．

本稿の目的は，こうした諸点を考慮しながら，①そ

もそも，所得とエネルギー消費がパラレルに連動しな

い理由，②将来のエネルギー消費とエネルギー選択の

問題を明らかにすることにある．

L
 産業用エネルギー消費の推移

1.1 わが国のエネルギー需給の推移

最初に，わが国のエネルギー需給の推移を復習し，

そこから産業用エネルギーの位置づけを行っておこう．

第一次石油危機以降．現在に至るわが国のエネルギ

＊頃）日本エネルギー経済研究所総合研究部第二研究室
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（資料） GNP：経済企画庁「国民経済計算年報」

II P：通産省「鉱工業生産指数年報」

「鉱工業指数総覧」

エネルギー： （財）日本エネルギー経済研究所「エネル
ギーバランス表」

GNP, IIP,エネルギーの推移

50 55 59 60（暦年）

一需給の特徴は，以下である．

① GNPとエネルギー消費の弾性値が 1でなくなっ

た．石油危機以前まで，両者の関係はほぼパラレルに

動いていたものが，これを機に大きく乖離したので

ある．危機後のGNPは，年平均 4％で成長している

が，エネルギーは一次ベースで同 0.8%，最終エネル

ギー消費では同 0.0％とはとんど伸びていない（図ー1

参照）．

②エネルギー別の供給構成をみると，石油は昭和48

年の76％から， 60年には56％へとドラスチックに減少

した．その代わりに原子力，天然ガス，石炭の台頭が

みられた．この変化は，とりわけ第二次石油危機以降

が顕著である．

Rわが国のエネルギー自給率は， 10.6叙昭和48年）

から 18.4%（同60年）へと 7.8ポイント上昇した．こ

れには原子力（準国産としてカウントしている）の導

入が大きく貢献している．また，一次エネルギーベー
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注 1)石油依存率及び屯）］依存率は一次エネルギー供給

註に対する石泊及び遣力（一次換冥）の割合．

It2）エ不ルキー自給率とは一次エ不）レキーの供給（国

内生産＋輸人）に対する国内生産の割合をぷす．

（資料） （財）日本工不）レギー経済研究所「エネ）レギーバラ

ンス表J

図ー2 石（由・電力依存率及ひエネルキー自給率

の推移

スで測った「電力依存率Iは27%（昭和48年）から36

％ （同60年）へと上昇し，屯力化の進展か伺われる

（図ー2参照）．

④最終エネルキー消費に占める産業部門の割合は，

62%（昭和48年）から50%（同60年）へと 12ポイント

低下した．逆に，増大傾向にあるのは，民生と交通部

門である（図ー3参照）．

産業部門は，最終エネルキー消費に占めるそのウエ

イトは低ド傾向にあるもの0)，それでも 5割と依然と

してエネルキー需要の大字を占めていることに変わり

はない．このウエイトを欧米と比較すると，アメリカ，

ィキリスか30冤前後， 且甘トイツ， フランス， イタリア

か35％前後（各国とも 1984叶噌いてあり，わか国のエ

ネルキー需要か，いかに産隠［導邸であるかかわかる．

1. 2 産業用エネルギー消費の推移

それでは，本稿の対象てある痒業用（製心業を中心

とした）エネルキー消費の推移をみてみよう。前項で

も触れたか，マクロ的経済指標とエネルギー需要との

乖離現象は，この部門で一段と顕著にみられる．

ここて，（i)製造斐の付加価値額，（、2）製造業の牛咤物

鼠を不す IIP, そして ③製辿業のエネルキー消費

の三者の推移を比較してみる．製造叢0)付加価値額は，

昭和48年から59年の間に年率約 7兄で拡大してきた．

I IPは，同約 3％てある．それか，エネルキー消費の

方はといえは、この間，マイナス成長である．昭和60

年の製造業エネルギー消費鼠は，昭和48年のそれを 2

割強下回わり， 112 x 1012 kcalであった．とりわけ，

石油消費量は，半戚し， 47x 1012 kca]となぅている．

この三者（付加価値額， IIP, エネルキー消費）の

乖離現象は，次のことを表わしている．第 1には，巷

間いわれる“軽薄短小”型への産業構造への移行であ

る．つまり，産業構造そのものか，索材叩庄党から機

械系を中心とした加工糾立型咋業へと重点を移してい

ることである。第 2には， 1＿nlー席及内においても，物

量あたりの付加価値がより高い製品を嗜好し，産出し

てゆくという製晶構成の変化， “産斐の高付加価値化”

である．また，同一産業（企業）でも，モノを売るは

かりでなくノウハウやソフトを光るといった直象の表

2600 10i?kcal 2437 2701 2471 2457 

100% 

50% 

非工

ルギ
(3.0 

単位：(%), IO斗caI

2623 2602 

昭和暦年 48年 50年

（資料）測）日本エネルギー経済研究所「エネルギーバランス表」

図ー3 最終エネルギー消費の部門別推移
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（資料） GNP:経済企圃庁「国民経済計算年報」

I I P：通産省「鉱工業生産指数年報」

「鉱工業指数総覧」

エネルギー （財）日本エネ）レギー経済研究所「エネル

ギーバランス表」

図ー4 製造業の付加価値， IIP, エネルギーの推移

われでもある．第 3には，蒸気の漏えいをシールトす

るとか，小要な時期の照明を消すといった狭義の省エ

ネルギー店動かある．さらに，第 4には，鉄鋼染にお

ける連続鋳造没備や排熱回収発屯といった新技術の導

入による省エネルギーもあるだろうと考えられる

これら事象を，以下でさらに詳細にみてゆこう．

2. 産業用エネルギー消費量変化の要因分析

2. 1 エネルギー消費量計の分析

ます，前迩の要因かどれくらいエネルギー消費に影

孵を及ほしているのか推註してみよう．

ここでは，エネルギー消費に及はす要因を 4つにく

くっている．それらは，①経済拡大による効果，②産

業構造変化による効果，③高付加価値化（産業の高度

化，高付加価植商品へのシスト）， ④省エネ｝レギー

（狭義，広義ともに含む）である．また，時期を[U-

時、ンョ y ク期，夏］その回復期］，［31二次ショック期，

［平その回復期 2と4つに区分した． この時期区分は舒

済企両庁で報苦される景気の山谷とはほ一致させてい

る（因ー5参照）．

石油危機以降，経済拡大テンポほどエネルギー消費

か伸びえなかった岬由は，昭和59年でみると，産業構

その他複合効果

／
績実

48 so 54 57 59 60 

注］）想定値は，産業構造，付加価伯原単位，エネルギー消

費椋単位が測定韮準年と不変とし，実績の付加価値を

稼いだとした値．

注2)測定年は昭和48-50,50-54, 54-57, 57 -59である．

汀： 3)測定に用いた式は以下

韮本式 E＝~E, ＝こ G. g上．且旦．＿恥
G G; IIP, 

ここで， E:エネルギー， G:付加価値額， IIP:鉱工業生

産指数，，：産業

図ー5 製造業エネルギー消費変化の要因分析

造の変化による効果か25%，高付加価値化による効果

か25%，省エネルギーによる効果が30%，その他複合

要因か20％となっている．また，との要因をとっても

一次ショ y ク期に比べて二次ショック期以降の効果の

方か大きい．各々の要因を各時代区分ことにみると

以下の如くである．

産業構造変化による要囚は，昭和48--54什の間は，

さほと大きくないが、 54年を期に（二次ショックを期

に）著しくエネルギー消費を引きドげる効果を果して

いる．これは具体的には，鉄，セメント，ア）レミ，石

油化学といった素材産業の不振，自動車を中心とした

輸送機械や電子・電気機械を中心とした機械産業とい

った加工組立邸産業の台頭の表われである．

高付加価値化による要因は，ふたつのショック期で

ともに大きなエネルギー消費引き下げ要因となってい

る．これは，このような時期に，コスト引き下けの合

理化を一段と図ること，さらには，そうしたタイミン

グに業転より高付加価値商品の採用に踏み切ることに

由来するのだろうと考えられる．

- 15 -
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省エネルキーの要因は，一次、ンョソク期を除けは，

他の時期は，着実に省エネルキー効果を拡大させ，エ

ネルギー消費減少の人きな要因となっている。一次、ン

ヨノク期においては，稼動率悪化に伴なう固定費的工

ネルギーの相対的増加か，原単位の悪化を招いている．

さらに，省エネルキー効果を (1)価格変化による要

囚（節約等の狭義の省エネ）と 12)技術変化による嬰

因（投資を伴なう生咤プロセス技術の改変なと）， （31 

その他に分解すると，次のように推；1される．

省エネルキー効果に占める価格変化の直接的効果

（短期の，狭義の省エネ）は，回復期］以降ほほ 2~3

割であり，技術変化による効果に比へ相対的に小さい．

また， ―.次ショ J ク期における技術変化要因は極めて

大きな値を／］＜している．この時期は，省エネルキーを

目的とした設備投資か極めて1舌発になされた時期であ

る．

2.2 石油消費量の分析

前項と同様な考え方で，石油消費量の減少について

も要因分析をしておこう．ここでは，前項の 4つの要

2: 3! [4 

ヨノク期，回後期］ 二次ショ 9 ク期 回後期2
ーノ rー・・ノ 』-へ/

昭和48 50 54 57 59 60 

注 I)想定値は，芹業構造，付加価値原単位，エ不ルギー消曹

原単位，石油シェアが測定某準年と不変として，実紐

の付加価値を稼いだとした値，

注 2)測定年は昭和48-50,50-54, 54--57, 57 -59年であ

る．

注 3)測定に用いた式は以下である．

G IIP, 
基本式 P ＝こ Pt＝こ G・ t.  

E, 
G G, IIPt. 

ここて， P:石油， G:付加価1直額， IlP:鉱工業牛I？危指数，

E:エネルギー，，：産業， G:LG, 

図ー6 製造業，石油消費変化の要因分析

エネルキー・資面

因に加えて，石（由代替笈因を加えている．

石／由危機以降，経済拡大テンポに対して，イi叶］消費

量か戚少していった投1刈は，附和591上てみると， I.卒業

構造変化か135'-6, r［り付加価偵化か23冤，省エネルギー

か26%,.{:iif打代替か27充と名々寄与している（図ー6参

照）．

との要因をとっても，一次ショノク期に比へ，三次

ショノク期の効果は大ぎく，とりわけ石油代替要因，

産業構造変化要因はこの傾向か著しい．

産菓lllエネルギーにおける脱石油，イ訂由代賛エネル

キーの合頭は，いちはやくそれに取り糾んた鋏鋼業を

除けは，まさしく，第二次、ンヨノク期以降のことてあ

る．石炭，石／由コークス，都市ガス（産業用しNG)

こうしたエネルキーの息成長は[l{i和55年以降本格化し

ている．

以 I^ー，前項と本項では，エネルギー計およひ石油の

消費量変化について幾つかの要因に分解し，五十数化し

てきた．以下，次項よりそれら要因を中心にその中味

をさらに詳しく述へてゆこう．

3. 産業用エネルギー消費のキー・ファクター

3. 1 産業の構造変化とエネルギー

昭和50年代に入って，わか国経済の牽引車となって

きた産業は，屯気機械，輸送機械といった機械系産業

である．これら機械産菓の付加価値額の伸びは，製造

菓平均 6.7％を大きく上回っており，附和48年～59｛ト

の年平均伸び率は，屯気機械18.5%，輸送機械 7.3% 

である．これに対し，鉄鋼，アルミといった一次合属

製品製迄業，セメントなとの窯業，あるいは紙パ）レプ

産業という素材型畔業のそれらは，いすれも製造業平

均を下回る低い成長率となった．つまり，産業の成長

率は索材系が低く，加工系で高い値を示したことによ

り，製造業内での痒菓構成は，菫厚長大型から軽薄知

小型に、ンフトしていったことになる．

ここで，各産業のエネルギー生産性（単位あたりの

エネルギー量でどれ程付加価値を獲得するかという指

標，ここでは円／lOOOkca]を用いた）を比較してみよう．

昭和59年の値では，一次金属製晶10円，化学19円，窯

業し{i23円，紙パ24円と素材型産業は 2桁とまりであ

る．もちろん，それゆえにこれら産業かエネルギー多

消費型産業といわれるゆえんである．これに対して，

加工組立型産業のそれらは，精密機械 939『]，電気機

械812円，一般機械641P]，輸送機械289円と 3桁にの

はる（図ー7参照）．つまり機械産業のエネルギー生産性

- 16 -
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（資料）通産省「石油等消費構造統計表」昭和61年 3月

経企庁「国民経済計算年報」昭和61年版

図ー7 産業別エネルギー生産性と成長率

は，素材型産業（エネルギー多消費型産業）のそれら

の10倍～90倍達している．これは換言すれば，同じ付

加価値額（例えば1000円）を稼ぐに必要なエネルギー

量が l/10~ 1 /90で済むことを意味している．

素材型である重化学工業（エネルギー多消費型産業）

がわが国のGNPを引っぱっていた昭和40年代は，確

かにGNPを上回るテンポでエネルギー消費は拡大し

た．そして，エネルギ一生産性の高い機械系産業（エ

ネルギー寡消費型産業）がGNP拡大の牽引車となり，

素材型産業が停滞するといった産業による成長の跛行

性がみえたのが昭和50年代である．この跛行性，この

産業構造の変化は，経済規模の伸びとエネルギー消費

の伸びが，同じ歩調とならない大きな理由のひとつで

ある．また，この跛行性は今後ともかなり持続するも

のと考えざるを得ない． 9， 

3. 2 省エネルギーと省エネ投資

省エネルギーを計る指標として，様々なエネルギー

消費原単位があるが，ここでは IIPあたり原単位を用

いて検討してみよう．

このエネルギー消費原単位の推移をみると，製造業

全体では，昭和48年値を基準にして，昭和60年値は 4

割強の減少をみている（図ー8参照）．

指数
(48年＝ 100)

120 

110 

100 

90 

80 

70 

年

即

[

-

、非鉄・金属
．、 製造業計
ヽ••亭．．．．ヤ化学

。-―--4748 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60昭和暦年

（資料）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・バランス表」

図-8 産業別原単位の推移 (IIPあたり）

昭和49, 50年頃にこの原単位が一旦悪化しているの

は，操業率の悪化に伴ない固定費的エネルギーが原単

位を押しあげたためと考えられる．残念ながら，機械

系のみを抽出したエネルギーのデータがこの期間（昭

和48年ー60年）では拾えないので比較はできないが，

鉄鋼業で30鍬窯業・土石35鍬紙パルプ33%，化学

で50％近い省エネルギーが計られたとみることができ

る．

ここで言う省エネルギーは，単純な節約も技術変化

による省エネも，さらには産業内におけるプロダクト・

ミックスの変化による“見かけ上の省エネ’'も含まれ

ている．そういう意味では，かなり広義の省エネルギ

ー指標である点に注意する必要がある．

一般に，財の需要は価格に対し負の関数である．エ

ネルギー消費についても，これが当てはまらないとい

う理由はなく，省エネルギーは，まさしくそのトレン

ドをたどってきたと言えるであろう． しかし，エネル

ギー価格が下落している昨今，省エネルギーの指標で

ある原単位はプラス方向（増エネ的）に働くのかとい

う問には否と答えざるを得ない．その理由は次の如く

である．

第一に，投資を伴なう省エネタイプの機器は既に設

僅されてしまっていることである．例えば，鉄鋼業に

おける連続鋳造設備の普及は既に90％を超えているし，

排熱回収設備の能力は，拡大こそすれ，減少しない

（図ー9参照）．第二に，生産プロセスにおける機器リプ

- 17 -
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図ー9

199 

口熱風炉
排熱回収

疇 T R T 

亡3焼結部門
'排熱回収

● C D Q 

鉄鋼業における主要排エネルギ一回収

設備によるエネルギ一回収能力の推移

レースの際，より省エネタイプのものか優先され設置

される傾向にある．事実，重電，軽電メーカーは，モ

ーターひとつをとってもそれを謳い文句にし機器導入

をなしている．第三には，商品の高付加価値化や高度

化に対応した製品構成（プロダクト・ミックス）変化の

進展である．

こうした諸点を考えあわせると，エネルギー価格か

軟化傾向にある現在といえども，省エネルギーの速度

は若干鈍化することも想定されるが，引き続き進行す

ると判断した方か妥当である．

3. 3 エネルギー消費用途からみた市場

省エネルギーの全般的傾向は前項で述べた如くであ

る．それでは，どういう部分で，どういう用途でエネルギ

ーが減らされ，あるいは増やされてきたのか，将来性

エネルギー・資源

のあるエネルギー市場とはどういう用途なのかを見て

ゆこう．

エネルギー使用用途は，大きく①原料用，②ボイラ

ー用，R加熱用，④その他用（照明，動力，空調等）

に分けられる．原料用は石油化学のナフサ，コークス

原料の石炭が圧倒的なので，ここでは原料用を除いて

議論してゆく．①ボイラー用，②加熱用，③その他用

の 3つのエネルギー使途から各産業を眺めると，産業

によっては，エネルギーを使用する目的（用途）がず

い分と偏っている（図ー10参照）．例えば，鉄鋼業，窯

業では，消費されるエネルギーの 8割が加熱用であり，

紙パルプ，化学繊維工菓ではボイラー用が 8割を占め

るといった具合である．

そこで，各産業はほほ 3つの産業群にグループ化で

きる．まずグループ Iはボイラー用で使うエネルギー

か中心の産業群（紙パ，食品，繊維，化繊），グループ

Ilは加熱用とその他用がエネルギー需要の大半をなす

産業群（機械系産業，金属，化学），グループrnは加熱

用のグループが中心の産業群（鉄鋼，窯業）である．

これら，グループ別にエネルギー消費用途の構成変

化をみると，グループ Iでは，ボイラー用が減少し，

加熱用とその他用のウエイトが高まる傾向にある．ま

た，グループIlでは，ボイラー用，加熱用をともに減

らして，その他用ウエイトがが増大する傾向がある．

さらに，グループmでは，ボイラー用は減少するが，

その他用は変わらず，加熱用のウエイトが増加する傾

向である．

以上の傾向をまとめてみると，ボイラー用のエネル

ギーは各グループ共通して減少傾向にあり，その対象

電解電力
その他用

二［
(II 

□138 

ボイラー用

石油系比率

1o•u 

注 l)上段はエネルギー消費の用途別構成（原料用除き）

注 2)下段はエネルギー消費量規模（原料用除き）

（資料）通産省「石油等消費構造統計表 昭和59年報」昭和61年3月

産業別，用途別エネルギー消費構造（昭和59年）図ー10

--18 -
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となるエネルキーは C玉出を中心としたイけ由糸燃料と

なっている．つまり，省エネルキーは省蒸気において

各崖集の共通項をもっていたということである．また

加熱J廿エネルギーも，クループlI1を除けは，そのウェ

イトを低卜させる傾向にある．逆に，各ク）レープ」し通

して、増加傾向にある用途は「その他用」であり，こ

の用途かもっとも省エネルキーし難い用途となってい

る． iその他用」で消費されるエネルキーは，電力か

巾心であり，公害対策，労働者の労働環境の改善（空

謁）や， 自動化， ロホ y l、化か進展すれはする程， こ

のJll途のエネルギー消費ウェイトは妍大することにな

る．

3.4 石油代替エネルギー

上記 3つの）廿途別市場で，石II甘系燃料（特に BC屯

油）はとの市場をみても，他のエネルキーに浸食され

る標的となっている．そこて，近年どのぐらいの量か五／由

代替エネルキーとして導入されてきたのか，またい油系燃

料を代替する際のキー・ファクターは何なのかを略四

415 

しておこう．

代替鼠を推叶した結果は，表 1である．表から次の

は［か指摘てきる．

第 1にC玉川はII/Hll55任から58年の間に，他エネル

キーに代替された畠は累計て 1,029]jk£（原油換算）て，

この間の C菫IIIl減少量は 1,647J]k.C(I,,])の62％にのは

る．昭和56, 57年と C屯｀／由か代替された用途は加熱用

て大きかったか（特にセメント），それか， 58年にはホ

イラー用での代替量の方か大きくなっている．

第 2には，石炭か代粋エネルキーとして導人された

印心用途は加熱用（セメント等）であー）たが， 58年に

は，ボイラー用で他の燃料を代替するウェイトか高ま

っている（図ー11参照）．この 3年間で，代替エネルギー

として導入された石炭量は 773万トン（石炭換算）て，

同期間］に増加した｛改消費景1076カトンの約72％にあ

たる．

第 3に，｛」/1l1コークスの近仕の導入拡大か指摘でき

る．石油コークスは石炭をも浸食する勢いである．

サ
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（資料）通灯省「石油等消翌構造統計表」

~゚ 100し

図ー11 エネルキー代替としての石炭導入量

（ホイラー用）

第 4には，代替エネルギーとしての都市ガス謁要量

に庁目しておく必菱かある．産業用しNG制度は， 附

和55什から本格的導入がなされてきた．具体的導入産

業は，食品，化学といった）芹業でホイラー用で多く消

費されている．

第 5には，代替エネルギーとしての電力量は，この

3年間累計で 140万kl?（原油換算）である．その8割の

110カkl?（同）分は「その他用」の代替エネルギーであっ

た．

以上，代替エネルギーとしての導入量推叶結果を提

不してきた．これらエネルギーが選択されてきた理由

は，価格差自体は勿論のことながら（図ー12参照），各

エネルギーがもつ固有の特性（供給の安定性，クリーン

性，制御性，省労働力化等）やプレミアムといった点

である．個別石油代替エネルギーの選択四由を整刑す

ると次のようになる．

図ー12
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注1)各年の C屯(II1(A雇甘」）の熱量あたり単価を 100

とした時の伯

/i: 2） （ ）は C巾油の1,000kca]あたりの名 [1価伯

エネルキー間の相対価格(1,000kca]あたり）1)

①石炭は，燃料価格（少なくとも昭和60年まては）

や供給安定性については石/1l1CC屯油）に比へて優位

であるか，公害対策・貯炭や灰捨のスペース確保か導

入のネ y クとなっている．②石油つークスは，燃料価

格は石炭程度であり，仄処罪は不要でかつ貯蔵管理は

石炭より容易というメリソトを持っているものの，あ

くまでも石i由の連産品であり供給不安はぬぐいよりえ

ない．③アスファルトは石炭転換に比べて，燃料転換

投資額力凸ら～％で済むというメリ、ノトを持っている．

しかし，これまた石油の連産品てある．さらに，④都

巾カス（荏 L)はクリーン性，制御性，省力化に優れ，

訂蔵没備か小妾かつ供給安定性は石油より高いという

メリソトを持つ． しかし，現状では競合相手のA重叫l

に比へで燃料費か高いこと，産 L契約の躾準対象とな

る事業所に制約かあること等の問題がある。そして，

(．5）'，じ気（＇直気炉）はクリーン性，制御性，省力化とい

った面では抜群のメリ y 卜を持ち，高い品質を求めら

れる製品のための高温炉，雰囲気炉では圧倒的な強さ

を示す． しかし，競合市場においては，イニシャルコ

スト，燃費か高いといった大きな間題かある．

石油代替エネルキーにとって現在の原油価格軟化状

態は，明らかに代替エネルギー導入のインセンティフ

を弱めるものとなっている．こうした状況かしばらく

続けは，短期的には石油回帰の現絞もあり得ると判断

した方か妥当であろう．
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4. 今後の展望

これまで述べてきた諸点を基に，今後の産業部門エ

ネルギー消費の方向を探っておきたい．

第一に，相変わらずエネルギー需要は伸ひ悩むとい

うことである．繰り返しになるが，エネルギー寡消費

産業の拡大と多消費産業の低迷という産菓拡大の跛行

性，産業構造の変化は依然として持続するであろうし，

各産業内で製品構成を高付加価値商品にシフトさせ

てゆく傾向も強まると考えられる．さらに，省エネル

ギーは，そのスピードは鈍化するかもしれないが，こ

れも持続してゆくであろう．このように考えると，エ

ネルギー需要拡大の可能性は少ない．

第二に電カシフトが想定される．その理由は，ひと

つには，産業構造の変化→組立型産業の相対的拡大→

電カシフトである．ふたつには，各産業内での省エネ

の進展→ボイラー用，および加熱用エネルギーの低下

と省エネし難い「その他用」エネルギー用途の拡大→

電カシフトである．さらに， FA化， FMS化，労働

環境の改善も一般に電力化を進める方向にある．

ただ，電カシフトは，電気事業者にとって好材料を

提示するとばかりは考えられない．

何故なら，最終需要のエネルギー形態が電力であれ

ばよいのだから，エネルギー・ユーザーは，自家発電

の導入を検討することもありえる．また，こうした市

場にコ・ジェネレーションの可能性があれば，ガス事

業者，石油会社も黙ってその市場を見逃してはおかな

いであろう．

さらに，電力の負荷変動の問題がある．現在の操業

形態では，素材系の電力需要は一日中フラットである

のに対し，機械系のそれは朝方に立ち上がり，夕方落

ちて夜間は使わないというのが一般的である．それゆ

え，電力需要全体に対する機械系の比重が高まること

は，一日の負荷変動や年間の負荷率を悪化させること

になる．勿論，この想定はあくまでも「現状ベースの

操業形態」ではという前提であり，電気料金制度の見

直し方，あるいは FA, FMS化の進展具合でそうな

ると言い切れない面があることは承知している．

第三には，燃料の多元化が進むと考えられる．短期

的には，石油代替エネルギーの導人速度は鈍るとして

も，石炭，都市ガスの利用拡大は進展するだろう．た

だ，その場合でも，過去の燃料転換と同様に，石油燃

焼の設備は温存させているのか一般的であろう．そし

て，エネルギー・ユーザーはその事実により，エネル
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ギー価格の変動に対し自らの防備策を持つと同時に．ェ

ネルギー・サプライヤーに対してのバーゲニング・パワー

を持つことになる． 「バランスのとれたエネルギー構

成」は国や電力会社だけの謳い文句ではなく，個別企

業にとっても同じことなのである．

こうした傾向は，ますます強まり，エネルギー価格

の変動に柔軟に対応できる設備対応をなすことにより

燃料多元化が進むと考えられる．

おわりに

本稿では．産業用エネルギー消費の変化を構造的な

ものとして扱い，分析してきた．

産業構造の変化は．現在の円高によりさらに加速さ

れるであろうし，製品の高付加価値化，産業高度化は

企業存亡の大命題である．昭和50年代のエネルギー高

価格時代は．省エネルギーを一般化したし．十分な学

習効果をもってエネルギー・ユーザーに省エネ技術と

エネルギー多元化への対応を知らしめた．

エネルギー価格が軟化した現在であっても．以上の

変化や効果は，依然として継続されるものであるだろ

ぅ．

本稿を終えるにあたり，今後の課題を記しておきた

し‘•

第一に．エネルギー選択におけるエネルギー価格と

質．あるいはプレミアムといったものの定量的分析．

第二に FA, FMS化が産業用エネルギー消費に及ぼ

す影響の定量化，第三に新技術・新素材導入が与える

影響などである．
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